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⾃⼰紹介

経歴
東京⼤学まちづくり研究室教授、東⼤まちづくり⼤学院
コース⻑、⽇本都市計画学会理事。
専⾨は、都市計画、まちづくり。研究成果をふまえつつ多
くの各地で都市計画、まちづくりの実践や制度改⾰に取り
組んでいる。グッドデザイン賞など受賞多数。
編著に「コミュニティデザイン学」（東⼤出版、2016）、
「ミライ・ハビタット」「カーボンニュートラルなまちづ
くり」（いずれも学芸出版、2025）など。
近年は、渋⾕未来デザイン代表理事、アーバニスト理事な
どの⽴場から共創まちづくりを推進している。

⼩泉秀樹 / Hideki Koizumi





都市⼯学・都市計画の源流 5

民主主義、土地利用と移動の自由、自由主義経済と産業革命に伴う都市の急速な成長
生活環境を改善するための公衆衛生→後に発展し都市環境⼯学
→成⻑を制御し都市全体を計画デザインするための都市計画

産業革命後の都市問題
ベネーヴォロ図説都市の
世界史４１６，１７頁

たとえば，イギリス では、

『 Bye-law Housing 』:公衆衛生法にもとづいた労働者向
け郊外住宅開発

『田園都市』:健康的な生活と産業のために都市と農村の
良い部分を組み合わせた計画概念
→後の都市計画に多大な影響



Bye-law Housing（ロンドン、1930年代）



 Bye-law Housingの現在



Letchworth Garden City（レッチワース・ガーデン・シティ）



Letchworth Garden City（レッチワース・ガーデン・シティ）



（Neighborhood Unit）近隣住区理論



近隣住区概念図







Growth of Urban Area and Population 
of Tokyo Region
1960-2000 

都市計画法の成⽴及び都市⼯学科設⽴時の社会状況
都市の拡⼤・産業化にともなう環境・公害問題



都市計画の誕⽣と発展の背景
n⾃由主義の誕⽣と発展

• ⼟地利⽤の⾃由
• 移動の⾃由
→市⺠的⾃由と経済的⾃由

n産業⾰命と農業⾰命
• 農業⾰命：農業⼈⼝の都市への移動を可能に
• 産業⾰命：⼯業の発展と都市への集中
• ⽤途混在による公害問題と過集中による過密居住の発⽣
• スプロールの発⽣

n都市⾃治・⺠主主義の誕⽣と発展
• 都市⾃治、⺠主主義
• ⺠主的制度枠組みの中での計画的制御への挑戦
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世界の都市が直⾯する気候変動，気候危機，気候アクション
ー気候変動に取り組む緩和と適応のまちづくりー
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Source: IPCC AR6 Synthetic Report, Fig. SPM.1

今⽣まれた⼦たちは
さらに厳しい暑熱の未来
を⽣きることになる

IPCC第6次報告書
(2023）より
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IPCCの第７次報告書に向けた
新たなサイクルでの最初の特別報告書は
「都市（Cities）」への気候変動影響

⼈の暮らす場として、都市における気候変動影響の評価とその対
策の検討が世界的にも喫緊の課題となっている

世界の都市が直⾯する気候変動，気候危機，気候アクション
ー気候変動に取り組む緩和と適応のまちづくりー



少⼦化・⾼齢化が⽌まらない世界の都市
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国連 World Population Ageing
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都市・地域＝ハビタットをとりまく様々な新たな課題
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n IoTとAIの普及（Society 5.0）
n ⾃由主義の滲透

• インターネットやAIの普及、ネットコミュニティ
• 新⾃由主義的経済政策 成⻑の⼟台としての環境価値が⼗分に加味されない、気候変動への影響
• 個⼈主義→個化社会 少⼦化への影響、⺠主主義や消費活動に影響

n ⺠主主義の衰退・危機と再⽣の⽷⼝としての都市⾃治／まちづくり
• 代表性⺠主主義の機能不全（投票率の低下）
• インターネットやAIの普及による熟議のない意思形成（極端な右傾化、 Fake News）

→新たなメディアの登場は⺠主主義を危機をもたらしてきた歴史
• 代表性⺠主主義→直接⺠主主義の擬態（アメリカ）
• 参加（熟議）⺠主主義、代表制、直接制の相互補完
• 新しい⺠主主義のあり⽅⾃体が問われている

n 気候変動・⽣物多様性・⾃然災害や感染症リスク
• 新⾃由主義的政策下でモノの⽣産と利⽤の調整ができない、⾃然物よりも⼈⼯物が多くかつ影響をもたらす

→New materialism的視点の必要性
• 気候変動や⽣物多様性がもたらす制約や災害リスクの増⼤に真摯に取り組む必要性

→⾃由主義との対峙が必要
→リジェネラティブデザイン

n 少⼦化と⾼齢化、社会的包摂
• 都市への集中と少⼦化の関係は明⽰的、しかし原因は不明→アフォーダビリティや⽣活環境（通勤、ガラス

と鉄とコンクリート）、価値観が影響か︖
• 進む⾼齢化の継続的対応
• 様々なサービスへのアクセスの権利の保障（アフォーダビリティ）、社会的包摂（低所得、移⺠、ジェンダー、
ハンディキャップ）

未来の都市づくりは︖



未来の都市づくりは？
近世まで 近代 現代から未来

価値観 社会階層の重視 ⾃由主義とコミュニ
タリアン 新⾃由主義、個⼈主義

政治体制⼿
法 専制主義 ⺠主主義（都市→国

家）

⺠主主義2.0? 
専制主義2.0？
グローバル経済による
統治？

産業 ⼿⼯業、農業、貿易（植
⺠地） 産業⾰命

グローバル経済の滲透
Society 5.0
情報技術革命
AI、メタバース、自動運転等

都市課題 防衛、交通、災害対応 公害、感染症、拡⼤
への対処

地球温暖化、災害リス
ク（含パンディミック）の
増⼤、
少⼦化⾼齢化、社会的
包摂、
AI、メタバース、⾃動
運転が⼈々の⽣活、都
市もたらす影響は？ 22



持続可能な開発⽬標（ＳＤＧｓ）
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UTdUE | University of Tokyo, Department of Urban Engineering



持続可能な開発⽬標（ＳＤＧｓ）
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UTdUE | University of Tokyo, Department of Urban Engineering

改⾰のソルーション、エージェントとしての「都市」
をデザイン 包括的に対応



海外における持続可能な都市づくりに向けた取
組観点 具体的な施策（※） ポイント
1. ⻑期的な計
画、ビジョン
のもと包括的
アクションを
おこす

• 住⺠参画で作成した総合計画・ビジョン
（シアトル、ポートランド）

• PlaNYC（ニューヨーク）

• 都市構造・交通、地区まちづくり、建物、緑化等の各取り組みを束ねるものとして
総合計画を策定することが⼤切である。総合計画において環境施策を重点分野の⼀
つと位置付ける

• 数値⽬標を設定している都市もある。
• 計画プロセスについて、計画策定における住⺠参画・住⺠合意の実践、また施策の
進捗をモニタリングし、計画をアップデートしていく⼀連のプロセスも重要

2. 地区単位の
取組みから始
める

• エコカルティエ認証制度（グルノーブル
等多数）

• ジャストコミュニティ（シアトルほか、
世界各地）

• 地区単位の取組みを⽀援することで、都市全体のあり様を変える取組みもある。
• フランスのエコカルティエ認証制度は、環境配慮型地区整備を推進する制度であり、

国は地域への技術的⽀援の提供や、コンクールの実施等を通じて取組を促進してい
る。

• シアトルのジャストコミュニティは、環境的・社会的に「正しく」、「再⽣的」な
取り組みを展開することを⽬的とした、地区スケールの持続性評価ツールである。

3. 緑で豊かな
まちをつくる

• スーパーブロック（バルセロナ）
• 都市緑化計画（PluB パリ）
• 市⺠農園・市⺠菜園（トリノ）

• 気候変動による異常気象や温暖化への対応が重要課題の⼀つとなりつつあるなかで、
海外では都市の緑化について戦略・計画等を策定し、計画的に推進する動きが⾒ら
れる。

• 緑化は、都市の気温を下げたり、⽇陰を作るという効果により、エネルギーコスト
削減が期待される施策として取り⼊れられている。また住環境の改善、エリアの経
済的価値の向上の効果もある。

• ⼟地利⽤の観点では、サーキュラーエコノミーと都市緑化の双⽅に寄与する都市農
園・市⺠菜園の取組みが増えつつある。

4. 建物の省エ
ネ・創エネで
地域価値を⽣
む

• 低断熱賃貸住宅への規制（イギリスほ
か）

• 近隣からの住宅のリノベーションアプ
ローチ（オランダ）

• Circular economyʼ principles（ロンドン、
ワーキング）

• 建築・建物分野における排出量も⼀定の割合を占めており、その削減の重要性が認
識されている。

• 海外では、建物のリノベーションの促進や、建物排出性能基準等の導⼊等が⾏われ
ている。リノベーションにおいて地区単位（近隣ベース）の取り組みを⾏うことや
都市景観を豊かにするような建物のデザインを採⽤することや、新たな⼤規模開発
において循環型経済の原則を導⼊する等、単なる排出削減に留まらない取組みが⾒
られる。

5. 道路を⼈中
⼼の健やかな
空間にする

• 学校前道路整備プロジェクト（パリ）
• 駐⾞場撤廃計画を伴う歩⾏者空間創設
（アンジェ、詳細調査/講義）

• ⾃転⾞ネットワークの構築、スマート
シェアサイクル（コペンハーゲン）

• Complete Streets （シアトル）

• 道路空間を⼈優先の空間に再編することは、道路の安全性の向上（特に⼦どもや⾼
齢者）、⼤気汚染の改善等の住環境の改善に貢献する。またこうした道路空間の再
編に伴い、新たな公共空間の創出や緑化を推進することで⼈々のWell-beingにも繋
がっている。こうした⼀連の取組みが、交通量の削減によるCNにも貢献する。

• 海外都市では、道路空間再編の⽅法として、⾃転⾞道の拡充がトレンドとして多く
の都市で進められているほか、⾃動⾞の乗⼊規制や歩⾏者優先/専⽤道の整備の事
例もある。ウォーカブルなエリアの拡⼤は⼈々の歩⾏習慣にも寄与し、健康促進の
効果が⾒込まれる。

6. 成⻑戦略と
して循環型の
都市をつくる

• マテリアルパスポート、フローティング
ハウス、地産地消の推進（オランダ）

• アフォーダブルな再⽣可能エネルギーの
提供（シアトルほか）

• 欧州では、成⻑戦略として循環型経済の推進とCN促進が⼀体的に取り組んでいる。
オランダの都市は、ビジネスを推進⼒として、CNと循環型経済に意欲的に取り組
んでいる。

• 再⽣可能エネルギーを⾃治体が供給しアオフィーダビリティを確保、供給網や必要
施設を整備・提供

デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー合同会社のまとめに筆者が⼀部加筆



海外における持続可能なに都市づくりに向けた取組み
観点 具体的な施策（※） ポイント

1. ⻑期的な計
画、ビジョン
のもと包括的
アクションを
おこす

• 住⺠参画で作成した総合計画・ビジョン
（シアトル、ポートランド）

• PlaNYC（ニューヨーク）

• 都市構造・交通、地区まちづくり、建物、緑化等の各取り組みを束ねるものとして
総合計画を策定することが⼤切である。総合計画において環境施策を重点分野の⼀
つと位置付ける

• 数値⽬標を設定している都市もある。
• 計画プロセスについて、計画策定における住⺠参画・住⺠合意の実践、また施策の
進捗をモニタリングし、計画をアップデートしていく⼀連のプロセスも重要

2. 地区単位の
取組みから始
める

• エコカルティエ認証制度（グルノーブル
等多数）

• ジャストコミュニティ（シアトルほか、
世界各地）

• 地区単位の取組みを⽀援することで、都市全体のあり様を変える取組みもある。
• フランスのエコカルティエ認証制度は、環境配慮型地区整備を推進する制度であり、

国は地域への技術的⽀援の提供や、コンクールの実施等を通じて取組を促進してい
る。

• シアトルのジャストコミュニティは、環境的・社会的に「正しく」、「再⽣的」な
取り組みを展開することを⽬的とした、地区スケールの持続性評価ツールである。

3. 緑で豊かな
まちをつくる

• スーパーブロック（バルセロナ）
• 都市緑化計画（PluB パリ）
• 市⺠農園・市⺠菜園（トリノ）

• 気候変動による異常気象や温暖化への対応が重要課題の⼀つとなりつつあるなかで、
海外では都市の緑化について戦略・計画等を策定し、計画的に推進する動きが⾒ら
れる。

• 緑化は、都市の気温を下げたり、⽇陰を作るという効果により、エネルギーコスト
削減が期待される施策として取り⼊れられている。また住環境の改善、エリアの経
済的価値の向上の効果もある。

• ⼟地利⽤の観点では、サーキュラーエコノミーと都市緑化の双⽅に寄与する都市農
園・市⺠菜園の取組みが増えつつある。

4. 建物の省エ
ネ・創エネで
地域価値を⽣
む

• 低断熱賃貸住宅への規制（イギリスほ
か）

• 近隣からの住宅のリノベーションアプ
ローチ（オランダ）

• Circular economyʼ principles（ロンドン、
ワーキング）

• 建築・建物分野における排出量も⼀定の割合を占めており、その削減の重要性が認
識されている。

• 海外では、建物のリノベーションの促進や、建物排出性能基準等の導⼊等が⾏われ
ている。リノベーションにおいて地区単位（近隣ベース）の取り組みを⾏うことや
都市景観を豊かにするような建物のデザインを採⽤することや、新たな⼤規模開発
において循環型経済の原則を導⼊する等、単なる排出削減に留まらない取組みが⾒
られる。

5. 道路を⼈中
⼼の健やかな
空間にする

• 学校前道路整備プロジェクト（パリ）
• 駐⾞場撤廃計画を伴う歩⾏者空間創設
（アンジェ、詳細調査/講義）

• ⾃転⾞ネットワークの構築、スマート
シェアサイクル（コペンハーゲン）

• Complete Streets （シアトル）

• 道路空間を⼈優先の空間に再編することは、道路の安全性の向上（特に⼦どもや⾼
齢者）、⼤気汚染の改善等の住環境の改善に貢献する。またこうした道路空間の再
編に伴い、新たな公共空間の創出や緑化を推進することで⼈々のWell-beingにも繋
がっている。こうした⼀連の取組みが、交通量の削減によるCNにも貢献する。

• 海外都市では、道路空間再編の⽅法として、⾃転⾞道の拡充がトレンドとして多く
の都市で進められているほか、⾃動⾞の乗⼊規制や歩⾏者優先/専⽤道の整備の事
例もある。ウォーカブルなエリアの拡⼤は⼈々の歩⾏習慣にも寄与し、健康促進の
効果が⾒込まれる。

6. 成⻑戦略と
して循環型の
都市をつくる

• マテリアルパスポート、フローティング
ハウス、地産地消の推進（オランダ）

• アフォーダブルな再⽣可能エネルギーの
提供（シアトルほか）

• 欧州では、成⻑戦略として循環型経済の推進とCN促進が⼀体的に取り組んでいる。
オランダの都市は、ビジネスを推進⼒として、CNと循環型経済に意欲的に取り組
んでいる。

• 再⽣可能エネルギーを⾃治体が供給しアオフィーダビリティを確保、供給網や必要
施設を整備・提供

デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー合同会社のまとめに筆者が⼀部加筆
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つくる

4. 建物の
省エネ・創
エネで地域
価値を⽣む

5. 道路を
⼈中⼼の健
やかな空間

にする

6. 成⻑戦
略として循
環型の都市

をつくる



ミライ・ハビタットミライにむけて⼈と⽣物の⽣息圏
をどう⽴て直すのか︖

様々なスケール
 近隣 都市 都市圏 広域圏 国⼟ 全球

多くの分野
 ⾃然 安全 ⽂化 制度    福祉

複合化する都市の問題
 科学技術の進展
 地球温暖化
  
 出⽣率の低下、⾼齢化
 孤化（孤⽴）
 価値観の転換 
  （都市的様式、価値観、ライフスタイルの限界）

特に、近隣からのアプローチの有効性
ソルーションとしての
豊かな未来に向け変⾰を主導するエージェントとして
のミライの近隣



2050年のシン近隣像
近隣像の描き⽅

我々が直⾯している⼤転換の時代背景

近隣住区論から15-minute City への計画論の展開
⽥園都市論→近隣住区論
⽇本における既成市街地の再⽣論
欧⽶における⼤都市再⽣の計画論

全国におけるまちづくり（近隣計画）の実践アセット

思考実験としてのミライにむけて⼈と⽣物の⽣息圏としてのシン近
隣像の描出



アメリカコミュニティ・近隣計
画の誕⽣と展開
nモータリゼーションによる郊外の誕⽣
n交通事故の多発、安全な居住環境の探求
n郊外住宅地におけるコミュニティの形成の必要性
n近隣住区論とコミュニティプランニング
→空間計画とコミュニティ近隣マネジメントの⼀体的計画論
→⼟地利⽤として、住宅、緑地、公園、インフラ、施設の配置を⼀
貫性と運営に関する先⾒性をもってデザイン

→⽇本のコミュニティ政策に強い影響
結果、⽇本でも、 1960-80年代のコミュニティ政策は、都市計画研
究者及実務家が担っていた
→しかし、欧⽶では公的施設は都市計画ですべて配置を定めるとこ
ろが、⽇本ではむしろ都市計画で定めることは例外的という問題
→やがて、コミュニティ政策の空間化のブームが遠のき、都市計画
の関係者の関わりが薄まるにつれて個別部署ごとの個別施設単位で
の計画に終始するように
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駅勢圏の図を



駅勢圏の図を



駅勢圏の図を

https://imp.or.jp/special-4-3/

■ラドバーン計画の要素
①細⻑い⻑⽅形のブロックの代わりに、スーパーブロック（SUPERBLOCK）を採⽤。

②全ての⽤途のためでなく、単⼀の⽤途のために計画され、建設された特殊な道路（SPECIALIZED 
ROADS PLANNED AND BUILT FOR ONE USE INSTEAD OF FOR ALL USES）。建物に直接アクセスするための
サービス・レーン（service lanes）、スーパーブロック周辺の補助的なコレクターロード（secondary 
collector roads）*4）、様々なセクション、近隣、地区（sections, neighborhoods and districts）の交通を
つなぐ主要道路（main through roads）、外部のコミュニティと結ぶ⾼速道路（express highways）や
パークウェイ（中央分離帯や両側に並⽊・芝⽣のある広い道路、parkway）。このようにして移動、収
集、サービス、駐⾞、訪問を区別する。

③歩⾏者と⾃動⾞の完全な分離（COMPLETE SEPARATION OF PEDESTRIAN AND AUTOMOBILE）、または、
可能な限りでの完全な分離。歩道や⼩道（walks and paths）は、道路（roads）と異なる場所に配置し、
異なるレベルで交差するようにする。そのために、陸橋や地下道を⽤いる。

④住宅の逆転（HOUSES TURNED AROUND）。リビングと寝室は庭や公園に⾯し、サービスルームはア
クセス道路に⾯する。

⑤近隣の中⼼（背⾻）としての公園（PARK AS BACKBONE）。スーパーブロックの中⼼にある広いオー
プンエリアは、連続した公園として結合される。
※Stein, Clarence（1951）に記載内容の翻訳。下線部は、原⽂で⼤⽂字で強調されている部分である。

https://newtown-sketch.com/blog/20220417-31704



日本におけるコミュニティプランニ
ング/デザインの歴史的展開



日笠端先生のコミュニティプランニ
ング



日笠端先生のコミュニティプランニ
ング

１９２０年 ⽣まれ
１９４３年 東京⼤学建築学科卒
１９４９年 建設省建築研究所⼊所
１９５９年 博⼠論⽂「住宅地の計画単位と施設の構成に関する研究」
１９６４年 東京⼤学都市⼯学科教授

（⾼⼭先⽣の後を引き継ぎ、旧第⼀講座２代⽬教授に）
１９６９年 国⺠⽣活審議会調査部会コミュニティ問題⼩委員会委員（東
⼤

で学⽣運動が活発化したことにより、委員会提⾔「コミュニ
ティ --⽣活の場における⼈間性の回復--」の前に辞任）

１９７１年 ⾃治省コニュニティ研究会座⻑
（伊藤滋、⽯⽥頼房、森村道美らも委員）

モデルコミュニティ事業に対するアドバイザー
１９８１年 東京⼤学名誉教授、東京理科⼤学教授
１９９６年 同⼤学定年退職
１９９７年 市町村の都市計画1 コミュニティの空間計画 共⽴出版
１９９７年 没

地区レベルの都市計画や市町村のまちづくりに従事



博士論文 住宅地の計画単位と施設の構成に関する研究
(1958)

また、コミュニティの社会的側⾯の課題の解決について、
シビルミニマムとして市⺠・住⺠が満⾜できる環境を空間計画のアプローチから提供することが
有効である可能性を指摘していた。
その核となる⽅法が、コミュニティ・センターの建設と、そのことを契機とした地域住⺠による
施設の⺠主的運営であった。
これは、アメリカで戦前から戦後にかけて全⽶レベルの市⺠運動として活発に⾏われていたコ
ミュニティ・センターの建設とその地域住⺠による運営をモデルにしたもの

こうした考え・⽅式は、1970年代に⾃治省により⾏われ、⽇笠先⽣⾃⾝がアドバイザー的に関
わった、モデルコミュニティ事業や、⼤都市の⾰新⾃治体で展開されたコミュニティ政策のモデ
ルとして、強い影響を与えた

⽇笠先⽣のコミュニティ計画（プランニング）は、住⺠⽣活と諸施設の圏域（キャッチメントエ
リア）に注⽬し、重層的なコミュニティ単位（隣保区、近隣分区、近隣住区、共同住区）を設定
し、特にコミュンティセンターを中⼼とした施設計画を適切に導くことで、社会的な意味からも
良いコミュニティ（達成概念としての）を実現しようとするものであった。

空間計画とりわけ、サービス施設計画からのコミュニティデザインということができる



駅勢圏の図を







森村道美先生のコミュニティデザイン

１９３５年 群馬県伊勢崎市に生まれる

１９５９年 東京大学工学部建築学科卒業

１９６４年 東京大学数物系大学院建築学専攻博士課程修
了、東京大学工学部助手

１９７１年 東京大学工学部助教授

１９７６年 建築文化特集 コミュニティ・デザイン

１９７８年 コミュニティの計画技法、彰国社

１９８７年 東京大学教授

１９９６年 長岡技術科学大学教授

１９９８年 マスタープランと地区環境整備

２００１年 長岡技術科学大学教授を退官、長岡を拠点に
研究活動を続ける

２０１２年 逝去

マスタープランと地区環境整備

学芸出版社（１９９８）



建築⽂化の表紙を



時代背景

• 1972年の日本列島改造論などを契機に地価の上昇は続いたが、1973年のオイルショック以降は
徐々に安定成長の時代に入る。

• そうした中、1960年代後半から1970年代初頭にかけて論じられていたコミュニティ政策が、国、
自治体双方において、実践されはじめた

• また、線引き制度が導入されたことで、郊外部へのスプロールへの制度的対応が一応整った
• 対して、都市再開発法が極めて限定的な対象と方法を採用したこともあり、非計画的に形成された
既成市街地における環境改善が大きな課題として認識され始めていた（川上、再開発の必要性と可
能性論など）。



本特集の構成
序／居住環境整備の必要性と可能性
Ｉ／地区の構成

住宅を考える
街区を再構成する
歩⾏者空間系を確⽴する
コミュニティ施設を構成する
地域を再構成する

Ⅱ／整備の⼿法
街路の多様な利⽤を図る
交通を規制する
街路を新設改良する
コミュニティ施設を計画する
緑を守り、緑化を進める
町並・建物を保全する
建築をコントロールする
リプレースする
ミニ再開発する
スポットクリヤランスする

Ⅲ／エレメントのデザイン
住宅の修復
交通規制のエレメント
幹線のうけとめ
地区街路のデザイン
歩⾏者空間
街路空間のデザイン
駐⾞スペース
既存のオープンスペースの緑化
道路と建物のあいだ
⼩空間のデザイン
私道



本特集の構成
序／居住環境整備の必要性と可能性
Ｉ／地区の構成
住宅を考える
街区を再構成する
歩⾏者空間系を確⽴する
コミュニティ施設を構成する
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街路の多様な利⽤を図る
交通を規制する
街路を新設改良する
コミュニティ施設を計画する
緑を守り、緑化を進める
町並・建物を保全する
建築をコントロールする
リプレースする
ミニ再開発する
スポットクリヤランスする

Ⅲ／エレメントのデザイン
住宅の修復
交通規制のエレメント
幹線のうけとめ
地区街路のデザイン
歩⾏者空間
街路空間のデザイン
駐⾞スペース
既存のオープンスペースの緑化
道路と建物のあいだ
⼩空間のデザイン
私道















3. Mano Machizukuri 
Evolution of Mano 

Machizukuri;
Process of Phese 3:
•A series   of General Community Meetings 
(11times )

•Machizukuri Class held 3times, on 6 planning 
themes, basic policies, and feasibility of 
proposed plan

•Focus Group Meetings as outreach 
activities( more than 20 times )



3. Mano Machizukuri 

The plan included Machizukuri 
20 year vision;
•Not show urban form or design 
but basic direction 
•Partially improvement over
existing condition

Mano Machizukuri Conceptual Plan(1981);



近隣計画からアーバンビレッジ
X-minute Cityへの展開 
n近隣住区論＝モータリゼーションによる郊外の誕⽣、
リバブルな郊外

n→脱⾞社会
n→脱郊外：郊外や⼩都市もミクストユースのまちへ
n→⼤都市都⼼部でも⽂節化、ミクストユース化の動き
n→環境的側⾯や社会的包摂の強調

→世界的な展開、⼤きなムーブメントに
→⽇本は、都市マス、⽴地適正化計画、線引き⽤途地域
等の基本的な都市計画ツールに加え、コミュニティプラ
ンニングの実践が全国各地に広がっている→その資源の
活⽤を積極的に考えるべきでは
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シアトルの
「アーバン・ビレッジ」



シアトルのアーバン・ビレッジのイメージ



シアトルのアーバン・ビレッジのイメージ



アーバン・ビレッジの相互に関連する「基本要素」

自動車に依存しない日常生活



アーバン・ビレッジの相互に関連する「基本要素」

豊かな歩行者環境



アーバン・ビレッジの相互に関連する「基本要素」

路上の活性・賑わい



アーバン・ビレッジの相互に関連する「基本要素」

ヒューマンスケールの景観と
用途の混合



アーバン・ビレッジの相互に関連する「基本要素」

様々な階層・世帯が暮らせる多様・低廉な住宅供給



アーバン・ビレッジの相互に関連する「基本要素」

快適な公共オープンスペース



アーバン・ビレッジの相互に関連する「基本要素」

自転車利用の促進





Source: Victoria State Government, 20 Minute Neighbourhoods.
https://www.planning.vic.gov.au/policy-and-strategy/planning-for-melbourne/plan-melbourne/20-minute-neighbourhoods

半径800m圏域を想定

オーストラリアビクトリア州20分近隣圏（20-minute 
neighbourhood）

徒歩/⾃転⾞20分以内で買物・医療・教育などにアクセス

https://www.planning.vic.gov.au/policy-and-strategy/planning-for-melbourne/plan-melbourne/20-minute-neighbourhoods


https://twitter.com/parisencommun/status/1219580447149166594

パリ市「15分都市」コンセプト
徒歩/⾃転⾞15分以内で仕事・買物・医療・教育などにアクセス



https://www.fastcompany.com/90456312/pariss-mayor-has-a-dream-for-a-15-minute-city

「15分都市」コンセプト
地⾯、樹⽊、草花、⽊製デッキなどで覆われた都市像



▪

▪

▪

▪

▪

▪

都市緑化を強化するための都市計画
植樹⽊の現存状況に応じたセクター別対応

パリの歴史的なGBを強化
熱中症対策や⽣物多様性を保全



▪

▪

▪

▪

▪

▪

▪

⾃然・緑地（公園、スポーツ施設、⺠有地）へのアクセス
市⺠利⽤およびヒートアイランド対策に活⽤



https://project.nikkeibp.co.jp/mirakoto/atcl/global/h_vol18/



街区中⼼部の緑地保護のための建築規制



建物緑化のルール
緑化の質や⼟厚による植物指数の導⼊



公共空間の気候変動適応策
緑化と透⽔性の向上、⽇陰、広場など⽔辺の拡充



• rues aux écoles: 学校の前の通りProject

https://www.paris.fr/pages/57-nouvelles-rues-aux-ecoles-dans-paris-8197



• rues aux écoles: 学校の前の通りProject

https://www.paris.fr/pages/57-nouvelles-rues-aux-ecoles-dans-paris-8197



• rues aux écoles: 
学校の前の通り
Project

https://www.facebook.com/cyclinginstitute/posts/the-first-child-friendly-infrastructure-that-
can-be-seen-from-space-installing-3/1076923371293129/



Source: Ajuntament de Barcelona Urban Mobility Plan of Barcelona 2013-2016.

歩⾏者・⾃転⾞優先の⽣活空間とする街区再編モデル

http://prod-mobilitat.s3.amazonaws.com/PMU_Sintesi_Angles.pdf
http://prod-mobilitat.s3.amazonaws.com/PMU_Sintesi_Angles.pdf
http://prod-mobilitat.s3.amazonaws.com/PMU_Sintesi_Angles.pdf


https://www.bloomberg.com/news/articles/2020-11-11/barcelona-s-new-car-free-superblock-will-be-big

バルセロナ緑化計画図





東京⼤学都市⼯学科修⼠課程 横⼭雄哉 発表資料より



東京⼤学都市⼯学科修⼠課程 横⼭雄哉 発表資料より



東京⼤学都市⼯学科修⼠課程 横⼭雄哉 発表資料より



東京⼤学都市⼯学科修⼠課程 横⼭雄哉 発表資料より



学校を巻き込んだ市⺠参加と教育プログラムの展開

https://esgedays.org/assets-craft/pdf/FORESTAMI-november-2025.pdf



https://www.ura.gov.sg/guidelines/development-control/development-control-handbooks/non-
residential/sr/greenery/

都⼼部再⽣の取り組みーシンガポールー

戦略的エリア（都⼼コ
ア）などにおいてインセ
ンティブゾーニングと合
わせて緑地容積率を規定



都⼼部再⽣の取り組みーシンガポールー

https://www.ura.gov.sg/guidelines/development-
control/development-control-handbooks/non-
residential/sr/greenery/



http://kn-kk.com/archives/linkpdf/05028.pdf



京都市 エコ学区の取り組み



Ziyi Xu, Yerim Yang, Hiroki Nakajima, Takuo Inoue, Hideki Koizumi,  Modeling the evolution of community structure by the dynamic network 
analysis: Sustainability transition in Kyoto Eco-School Districts, Japan,
Sustainable Cities and Society, Volume 117,  2024, 105965, https://doi.org/10.1016/j.scs.2024.105965.



Mori Building: Green Cities

Azabudai Hills Benchmark: High-density urban redevelopments 

integrating massive rooftop gardens and green networks.

Heat Island Mitigation: Extensive urban foliage lowers ambient 

temperatures and absorbs heat.

Disaster Resilience: On-site rainwater retention systems enhance 

urban flood control capabilities.

Ecological Corridors: Restoring flora and fauna pathways within 

dense urban cores to foster biodiversity.

•

•

•

•

Walkable with Greening: Toranomon

https://tokyo-suishinkyo.com/activity/yaesu-vision/



本⽇の話のまとめ

・19世紀から20世紀に確⽴した「近代国家」における都市システム
は⼤きな転換期にあり都市計画も⼤きな変貌を遂げる必要がある
各分野で課題が顕在化。都市の形成や再⽣にも⼤きな影響がある
例：ガバナンス、⺠主主義、少⼦化、脱炭素/環境共⽣、など

・複雑・複合課題に対応するには、ハビタット（⽣息圏）を多様な
スケールで捉えたまちづくりが必要
例：近隣／都市／広域圏／地球
とくに「シン近隣（新しい近隣）」にエージェントとして可能性

・あるべき姿や制度等を先に想定するバックキャスト的発想
は重要（「シン近隣」のような）
複雑な状況の中、多様な主体を巻き込んだ共創的アプローチ
を通じてあるべき姿を継続的に模索することが必要


